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（１）　採用の状況 （令和元年度）

人
人
人
人
人

（２）　退職の状況 （令和元年度）
　

人
人
人
人
人
人

（３）　職員の昇降任の状況 （令和元年度）
（行政職）

人 人
人 人
人 人
人 人
人 人
人 人
人 人

（４）　部門別職員数の状況 （令和2年4月1日現在）
※

公営企業等会計部門

（参考）再任用職員数の状況

人 人 人

人事行政の運営等の状況をお知らせします

    職員の給与や職員数、勤務条件などの人事行政の運営等の状況についてお知らせします。

　　市では、効率的な行政運営・職員体制を構築するため、「給与水準の適正化」や「定員の適正化」に取り組んでいます。

問い合わせ　職員課（☎40-2226）

職員の任免及び職員数に関する状況

区　分 採用者数
行政職（事務） 13
行政職（土木） 2
行政職（機械） 1

医療職 4
計 20

区　分
定年退職 19
応募認定退職 2
普通退職 7
分限免職 0
懲戒免職 0

計 28

区　分 昇任者数 降任者数
部長職 4 0
副部長職 0 0
参事職 3 0
課長職 10 0
課長補佐職 22 0
係長職 16 1

計 55 1

区　　分
職　員　数 対前年比増減数 職員数は一般職に属する職員数であり、地

方公務員の身分を有する休職者、派遣職
員などを含み、再任用職員、臨時または非
常勤職員を除きます

平成30年 令和元年 令和2年 令和元年 令和2年
一般行政部門 人 人 人 人 人

議　会 6 6 6 0 0
総務企画 102 101 107 △ 1 6

税　務 32 31 31 △ 1 0
労　働 1 1 1 0 0

農林水産 22 22 22 0 0
商　工 17 18 17 1 △ 1
土　木 47 48 47 1 △ 1
民　生 61 67 67 6 0
衛　生 38 37 39 △ 1 2
小　計 326 331 337 5 6

特別行政部門
教　育 77 73 64 △ 4 △ 9

普通会計 403 404 401 1 △ 3

病  院 91 102 95 11 △ 7
水　道 25 24 22 △ 1 △ 2
下水道 7 7 7 0 0
その他 58 51 54 △ 7 3
小　計 181 184 178 3 △ 6 平成30年 令和元年 令和2年

合計 584 588 579 4 △ 9 24 24 32
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（１）　評価の基準日及び対象期間

（２）　被評価者及び評価者の区分

（１）　人件費の状況 （令和元年度　普通会計決算）
※

（２）　職員給与費の状況 （令和2年度　普通会計予算）
※

（３）　職員の平均給料月額、平均給与月額および平均年齢の状況 （令和2年4月1日現在）
※

（４）　職員の初任給の状況 （令和2年4月1日現在）

 

（５）　特別職の報酬などの状況 （令和2年4月1日現在）

（６）　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況 （令和2年4月1日現在）
※

（７）　一般行政職の級別職員数の状況 （令和2年4月1日現在）

※ 標準的職務とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です

平均給与月額とは、給料に扶
養、住居、通勤、特殊勤務、時
間外勤務手当を加えた平均の
額です

人事評価の状況

評価の種類 基準日 対象期間
能力評価 毎年９月１日 １０月１日から翌年の８月３１日まで
業績評価 毎年１０月１日・４月１日 ４月１日から９月３０日まで及び１０月１日から翌年の３月３１日まで

被評価者 第１次評価者 第２次評価者
部長 副市長 市長

副部長・参事・課長 部長 副市長
課長補佐・係長 課長 部長

一般職（再任用含む） 係長 課長

職員の給与の状況

人口 歳出額
(A)

実質収支
人件費

(B)
人件費率

(B/A)
30年度の 人件費には、特別職に支給される給料、報

酬などを含みます（特別職：市議会議員、
市長、非常勤の委員など）

(R2.3.31) 人件費率
人 千円 千円 千円 ％ ％

64,820 25,587,009 239,355 3,486,750 13.6 14.0

職員数
(A)

給与費 １人当たり
給与費
(B/A)

職員手当には、児童手当及び退職
手当は含みません

給料 職員手当 期末勤勉手当 計(B)

人 千円 千円 千円 千円 千円

433 1,496,466 257,838 590,523 2,344,827 5,415

一般行政職 技能労務職
平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢

円 円 歳 円 円 歳

301,553 338,870 38.9 272,812 306,331 46.7

区　分
藤岡市 国

決定初任給
採用後２年
経過給料額

決定初任給
採用後２年
経過給料額

一般行政職

円 円 円 円

大学卒 182,200 193,900 182,200 193,900
高校卒 150,600 158,900 150,600 158,900

技能労務職 高校卒 150,600 158,900 147,900 156,300

区　分 給料 報酬
給料など
の月額

市　長 副市長 教育長 議　長 副議長 議　員
円 円 円 円 円 円

878,000 712,000 641,000 441,000 389,000 370,000

期末手当

令和元年度支給割合 令和元年度支給割合
6月期 2.225 月分 6月期 2.250 月分

12月期 2.225 月分 12月期 2.250 月分
計 4.45 月分 計 4.50 月分

区　分
経験年数 一般行政職高校卒の経験年数

15年以上20年未満に該当する
人数が1人のため非公表としま
す

10年以上15年未満 15年以上20年未満 20年以上25年未満

一般行政職

円 円 円

大学卒 272,720 341,426 366,488
高校卒 231,770 - 343,900

技能労務職 高校卒 232,500 259,311 292,675

区分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級
計標準的

職　務
主事 主任 係長代理 係長・主査 課長補佐 課長 参事 部長

職員数
人 人 人 人 人 人 人 人 人

64 57 73 71 44 32 9 12 362

構成比
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

17.7 15.7 20.2 19.6 12.2 8.8 2.5 3.3 100
１年前
構成比

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

19.4 13.5 18.5 24.0 9.7 9.1 2.5 3.3 100
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（８）　職員手当の状況 （令和2年4月1日現在）

借家 ・・・ 家賃により上限28,000円
交通機関など　・・・ 運賃相当額　　自動車など ・・・ 片道２km以上の使用距離による
著しく危険、不快、不健康その他特殊な業務についたときに支給される手当（9種）

月60時間以下　平日 ・・・ 時給×1.25（深夜1.5）　　週休日 ・・・ 時給×1.35（深夜1.6）
月60時間超過　 時給×1.50（深夜1.75）

（１）　勤務時間の状況

（２）　休暇等の概要
　 休暇などの種類は、年次有給休暇、病気休暇、公民権の行使、生理休暇、結婚休暇、産前産後の休暇、出産介護休暇、
育児時間休暇、子どもの看護休暇、忌引、父母の祭日休暇、ドナー休暇、夏季休暇、長期勤続休暇、ボランティア休暇、
介護休暇などがあります。

（１）　服務規律の概要

（２）　分限・懲戒制度の概要

分限の種類＝免職・休職・降任・降給 懲戒の種類＝戒告・減給・停職・免職
※令和元年度は休職7件でした。 ※令和元年度はありませんでした。

（１）　再就職者状況届出書の提出状況

人 人
人 人
人 人

（令和元年度）

人 日
人 日
人 日

（１）　安全衛生に関する事項

（２）　公務災害の認定状況

（３）　職員厚生事業
藤岡市職員共済会に対する助成等の状況

種類 内容
扶養手当 配偶者 ・・・ 6,500円　　子・・・ 10,000円　　父母等・・・6,500円　　特定期間の加算 ・・・ 5,000円
住居手当
通勤手当
特殊勤務手当
期末・勤勉手当 6月 ・・・ 期末1.300カ月　勤勉0.95カ月　　12月 ・・・ 期末1.300カ月　勤勉0.95カ月　　計4.50カ月

管理職手当
部長 ・・・ 82,200円　　副部長 ・・・ 77,400円　　参事 ・・・ 66,400円
課長 ・・・ 62,300円　　課長補佐 ・・・ 55,500円　　係長 ・・・ 46,300円

時間外勤務手当

職員の勤務時間その他の勤務条件及び休業の状況

1週間の正規勤務時間 38時間45分
1日の正規勤務時間 7時間45分
勤務の開始時間 8時30分
勤務の終了時間 17時15分
休憩時間 12時～13時

職員の服務及び分限・懲戒処分の状況

服務の根本基準は、「全て職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、かつ、職務の遂行に当たっては全
力を挙げてこれに専念しなければならない」というものです。

分限処分とは、職員が職責を果たすことができないことにより行う処分。懲戒処分とは、服務違反や不正行為により行う処分です。

職員の退職管理の状況

退職年度
届出対象者数 営利企業等のへの従事者数

（退職者のうち課長級以上） （届出対象者のうち届出提出者）
平成30年度 8 1
令和元年度 9 1
令和2年度 - -

職員の研修の状況

区分 受講者数 受講日数 内容
一般研修 80 16 新任・中級職員、監督者、管理者などの研修
特別研修 372 11 人権講演会、情報・健康などの研修
派遣研修 86 131 人権啓発指導者、地域政策、住民行政、地方公務員制度などの研修

職員の福祉及び利益の保護の状況

衛生管理者、衛生推進者、産業医を選任。また、衛生委員会を設置し、職員の危険又は健康障害の防止、労働災害の
原因調査や防止策などに努めています。

職員が、公務中に負傷した場合や公務が原因で病気になった場合は、一般的に公務災害として取り扱われ、「地方公務
員災害補償法」が適用されます。　※令和元年度は6件の認定がありました。

項目 金額等 備考
A　共済会に対する助成額 3,000千円
B　会員による掛金の額 6,531千円 平成31年4月1日～令和2年3月31日
C　公費負担率　　A/（A＋B） 31.5％
D　共済会員数 624人 平成31年4月1日現在
E　会員一人あたりの補助金額　　A/D 4,808円
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（１）　勤務条件に関する措置の要求の状況

（２）　不利益処分に関する不服申し立ての状況

※合計等については四捨五入の関係で合わないことがあります。

公平委員会の業務の状況

職員は、給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、市当局より適当な措置がとられるべきことを公平委員会に要求するこ
とができます。　※令和元年度は要求がありませんでした。

職員は、懲戒その他意に反する不利益な処分に関して、公平委員会に不服の申し立てをすることができます。
　※令和元年度は要求がありませんでした。


